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1.  平成25年3月期第2四半期の連結業績（平成24年4月1日～平成24年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第2四半期 12,529 0.9 1,889 △10.7 1,915 △10.7 1,165 △16.9
24年3月期第2四半期 12,417 13.0 2,116 58.1 2,145 56.3 1,401 68.5

（注）包括利益 25年3月期第2四半期 1,172百万円 （△20.5％） 24年3月期第2四半期 1,475百万円 （256.2％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年3月期第2四半期 54.84 ―
24年3月期第2四半期 65.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期第2四半期 44,319 38,425 86.4 1,801.15
24年3月期 45,728 37,605 81.9 1,762.40
（参考） 自己資本   25年3月期第2四半期  38,271百万円 24年3月期  37,448百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― 16.00 ― 16.00 32.00
25年3月期 ― 16.00
25年3月期（予想） ― 17.00 33.00

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 25,740 4.3 3,570 △6.6 3,660 △6.8 2,770 112.1 130.36



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  
（注）詳細は、添付資料P3「2.サマリー情報（注記事項）に関する事項（2）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料P3「2.サマリー情報（注記事項）に関する事項（3）会計処理の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期連結決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期連結決算短信の開示時点において、金融 
商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 (将来に関する記述等についてのご注意) 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料P2「1.当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧くださ
い。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期2Q 21,803,295 株 24年3月期 21,803,295 株
② 期末自己株式数 25年3月期2Q 554,714 株 24年3月期 554,645 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期2Q 21,248,619 株 24年3月期2Q 21,248,698 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第２四半期連結累計期間における日本経済は、復興需要やエコカー補助金などで好調だった内需に息切れの兆

候が見られ、海外経済の停滞も加わって７－９月期に入ると景気の減速感が強まりました。内閣府による４－６月

期実質GDPの２次速報が前期比＋0.2％（年率＋0.7％）と１次速報＋0.3％（同＋1.4％）から下振れし、経産省ま

とめの８月の鉱工業生産指数も前月比で1.3％低下しました。また10月の月例経済報告も、景気の基調判断から

「回復」が外れ、３ヵ月連続の下方修正となっています。 

 米国は量的緩和第３弾で2015年半ばまでの超低金利政策延長を決定し、輸出産業に大きな影響を及ぼしている円

高・ドル安の早期是正は期待薄のようです。また、「経済成長の減速が先進国から新興国にも波及している」とラ

ガルドIMF専務理事が懸念を表明したように、世界経済の停滞が顕著になっています。このため復興需要や政策効

果に代わって、今年度後半は外需主導による日本経済成長という当初のシナリオが崩れています。 

 このような国内外市場の経営環境の中で、当社グループは比較的堅調だった内需とASEANなどアジア市場の需要

増加に支えられ、当第２四半期連結累計期間における売上高は125億29百万円となり、前第２四半期連結累計期間

124億17百万円と比較すると0.9%の増収となりました。一方、利益面では、タイ国子会社の洪水被害と日本での代

替生産によるコスト増の影響があり、営業利益は18億89百万円となり、同21億16百万円と比較すると10.7%の減

益、経常利益は19億15百万円となり、同21億45百万円と比較すると10.7％の減益、四半期純利益は11億65百万円と

なり、同14億１百万円と比較すると16.9%の減益となりました。 

セグメント別の業績は、次のとおりです。 

 迅速流体継手事業は、国内は自動車向け需要がエコカー補助金や輸出増などで堅調に推移した半面、半導体向け

は引き続き低調でした。海外市場では、アジア圏向けが堅調でした。売上高は48億１百万円（前第２四半期連結累

計期間比1.1%の減収）となりました。利益面では、タイ国の洪水に伴う日本での代替生産によるコスト増によっ

て、セグメント利益８億92百万円（同5.0%の減益）となりました。 

機械工具事業は、国内は活発な復旧・耐震工事を反映して工具類の需要が伸び、とりわけ刃物類が好調でし

た。輸出は欧州向けが横ばいでしたが、米国やアジア圏向けの需要が堅調でした。売上高は48億６百万円（同6.6%

の増収）となりました。利益面では、売上増とコストダウン効果によって、セグメント利益８億９百万円（同

14.1％の増益）となりました。 

リニア駆動ポンプ事業は、国内市場が好調に推移し、健康機器・医療機器に組み込むコンプレッサは好調でし

たが浄化槽ブロワの需要は減少しました。海外市場では医療機器に組み込むコンプレッサの減少と為替の円高の影

響で売上が減少しました。売上高は18億99百万円（同5.8%の減収）となりました。利益面では、売上減や代替生産

によるコスト増が影響して、セグメント利益１億44百万円（同64.6％の減益）となりました。 

建築機器事業は、主力の中心吊オートヒンジがオフィスビル・大規模マンション向けの営業努力もあって健闘

しましたが、売上高10億21百万円（同1.5%の減収）となりました。厳しい価格競争が続いているため利益面では、

セグメント利益43百万円（同26.7％の減益）となりました。 

海外売上高は、41億36百万円（前第２四半期連結累計期間比5.0%の減収）となり、海外売上高の連結売上高に

占める割合は33.0%となりました。   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、443億19百万円となり、前連結会計年度末と比較して14億８百万円

の減少となりました。  

 資産の部では、流動資産は306億20百万円となり、前連結会計年度末と比較して18億54百万円の減少となりまし

た。これは主に、現金及び預金の減少25億47百万円、原材料及び貯蔵品の減少１億37百万円および受取手形及び売

掛金の増加４億72百万円、商品及び製品の増加２億79百万円等によるものです。 

 固定資産は、136億99百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億45百万円の増加となりました。これは主

に、有形固定資産の増加５億15百万円および投資有価証券の減少１億３百万円等によるものです。 

 負債の部では、流動負債は、32億31百万円となり、前連結会計年度末と比較して24億17百万円の減少となりまし

た。これは主に、支払手形及び買掛金の減少16億10百万円、未払法人税等の減少８億72百万円等によるものです。

 固定負債は、26億62百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億89百万円の増加となりました。これは主

に、退職給付引当金の増加93百万円、リース債務の増加58百万円等によるものです。 

 純資産の部では、四半期純利益は11億65百万円でしたが、配当金の支払い３億39百万円があったため、利益剰余

金は、８億25百万円の増加で368億12百万円となりました。また為替換算調整勘定が70百万円の増加、その他有価

証券評価差額金が72百万円減少、少数株主持分が３百万円減少したため純資産の部は、384億25百万円となり、前

連結会計年度末を比較して８億19百万円の増加となりました。   

１．当四半期決算に関する定性的情報



（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当社グループは、昨年10月のタイの洪水により、国内で代替生産をしていました。生産設備に被害があった２社

の生産子会社のうちNITTO KOHKI(THAILAND)社は修復工事を終えて４月から段階的に生産を再開し、現在は洪水前

の状態に戻っています。また、NITTO KOHKI COUPLING(THAILAND)社も仮工場で一部生産を始めており、来年初めに

は工場建替工事が完了し本格生産に移行する計画です。 

 市場環境については、国内の企業の設備投資に慎重な姿勢が目立っており、設備投資の先行指標となる内閣府の

機械受注統計でも７～９月見通しは受注額が前期比1.7％減の５兆7,800億円と予想しています。日銀９月短観で

も、企業の景況感を示す業況判断指数（DI）は大企業製造業でマイナス３と３四半期ぶりに悪化しており、６月の

前回調査より２ポイント悪化する結果となっています。 

 海外市場においては、欧州の債務危機や米国の財政圧縮などで世界経済の先行き不確実性が高まっています。こ

れを受けてIMFは世界経済のけん引役となっている中国経済の2012年成長率を7.8％と下振れを予測するなど、アジ

ア新興国や資源国の景気にも原則の兆しが鮮明になっています。 

 このような経営環境から、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因は、国内・海外の設備投資需要の

鈍化が考えられます。 

 当社グループは下期以降、このような事業環境がしばらく続くと想定し、経費の削減に努めてまいります。また

短期的な景況にとらわれることなく、継続して研究開発・品質向上・人材育成に努めてまいります。 

 なお、当社グループは今期上期にタイの洪水による保険金収入を織り込んで業績を予想しておりましたが、保険

会社の査定の関係で下期にずれ込んでおります。そのため上期は当期純利益が計画を下回っています。しかしなが

ら、下期には保険金収入が入る見込みであり、通期の業績は計画通りと予想しております。 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会

社）は、中華人民共和国（中国）に販売現地法人を設立しました。これに伴い、当社の関係会社は子会社が１社

増加しました。   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算 

  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

減価償却方法の変更 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後

に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項



４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,547 14,999

受取手形及び売掛金 6,078 6,550

有価証券 2,999 3,000

商品及び製品 2,806 3,085

仕掛品 244 234

原材料及び貯蔵品 1,895 1,757

繰延税金資産 678 650

その他 228 350

貸倒引当金 △3 △9

流動資産合計 32,474 30,620

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,584 9,911

減価償却累計額 △4,469 △4,481

建物及び構築物（純額） 5,115 5,430

機械装置及び運搬具 2,786 3,099

減価償却累計額 △2,217 △2,268

機械装置及び運搬具（純額） 569 831

工具、器具及び備品 5,721 5,874

減価償却累計額 △5,127 △5,207

工具、器具及び備品（純額） 593 667

土地 4,091 4,095

リース資産 466 577

減価償却累計額 △139 △179

リース資産（純額） 327 397

建設仮勘定 296 86

有形固定資産合計 10,993 11,509

無形固定資産   

その他 128 125

無形固定資産合計 128 125

投資その他の資産   

投資有価証券 1,153 1,050

長期貸付金 170 154

繰延税金資産 577 617

その他 246 258

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 2,132 2,064

固定資産合計 13,253 13,699

資産合計 45,728 44,319



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,399 789

リース債務 71 83

未払法人税等 1,462 590

賞与引当金 552 568

役員賞与引当金 13 －

その他 1,149 1,199

流動負債合計 5,649 3,231

固定負債   

リース債務 255 313

退職給付引当金 1,848 1,942

役員退職慰労引当金 200 215

資産除去債務 25 23

その他 143 167

固定負債合計 2,473 2,662

負債合計 8,122 5,893

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,850 1,850

資本剰余金 1,925 1,925

利益剰余金 35,987 36,812

自己株式 △916 △916

株主資本合計 38,846 39,671

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 208 136

為替換算調整勘定 △1,607 △1,536

その他の包括利益累計額合計 △1,398 △1,399

少数株主持分 157 153

純資産合計 37,605 38,425

負債純資産合計 45,728 44,319



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 12,417 12,529

売上原価 6,285 6,545

売上総利益 6,132 5,983

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,139 1,125

賞与引当金繰入額 306 308

退職給付費用 119 120

役員退職慰労引当金繰入額 15 15

販売促進費 313 320

研究開発費 367 316

その他 1,753 1,886

販売費及び一般管理費合計 4,016 4,094

営業利益 2,116 1,889

営業外収益   

受取利息 38 32

受取配当金 13 20

受取家賃 22 20

その他 25 54

営業外収益合計 100 128

営業外費用   

売上割引 43 39

為替差損 19 39

その他 8 23

営業外費用合計 70 102

経常利益 2,145 1,915

特別損失   

災害による損失 19 21

特別損失合計 19 21

税金等調整前四半期純利益 2,125 1,893

法人税等 718 723

少数株主損益調整前四半期純利益 1,407 1,170

少数株主利益 6 4

四半期純利益 1,401 1,165



（四半期連結包括利益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,407 1,170

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 △72

為替換算調整勘定 66 74

その他の包括利益合計 67 2

四半期包括利益 1,475 1,172

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,459 1,163

少数株主に係る四半期包括利益 15 8



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,125 1,893

減価償却費 429 469

退職給付引当金の増減額（△は減少） 87 92

受取利息及び受取配当金 △52 △52

売上債権の増減額（△は増加） △519 △461

たな卸資産の増減額（△は増加） △429 △106

仕入債務の増減額（△は減少） 1,162 △1,619

その他 △141 △65

小計 2,662 151

利息及び配当金の受取額 53 59

利息の支払額 △0 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,179 △1,564

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,536 △1,353

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △14,864 △7,200

定期預金の払戻による収入 13,300 7,331

有価証券の取得による支出 － △501

有形固定資産の取得による支出 △289 △838

その他 △37 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,892 △1,229

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △350 △339

その他 △32 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー △383 △391

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 53

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △724 △2,920

現金及び現金同等物の期首残高 9,185 11,562

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,461 8,641



 該当事項はありません。   

 該当事項はありません。   

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）セグメント情報等

  （単位：百万円）

  
報告セグメント 

合計 迅速流体継
手 

機械工具 
リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  4,852  4,510  2,016  1,037  12,417

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計  4,852  4,510  2,016  1,037  12,417

セグメント利益  938  708  409  58  2,116

  （単位：百万円）

  
報告セグメント 

合計 迅速流体継
手 

機械工具 
リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  4,801  4,806  1,899  1,021  12,529

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  4,801  4,806  1,899  1,021  12,529

セグメント利益  892  809  144  43  1,889
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